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本論 文で は,政 府 開発援 助 に関 す る既存 の経済 学研 究 を概観 す る。具 体 的 には,

経済 成 長 を通 じた貧 困削減 にお け る援 助の 効果,お よび その 効果 を左右 す る受入 国

の政 策対 応,贈 与 と借 款 の違 い,供 与国 の援助配 分 に関 す る既存 研究 を整 理す る。

開 発援 助 に関す る実証 的 ・理論 的研究 が急 速 に蓄 積 され て い るこ とは疑 い ようが な

い。 理論面 にお いて は,ド ナー と受入 国双 方の イ ンセ ンテ ィブ を明示 し,援 助が効

率的 に行 われ る よ うな メカ ニズム を設計す るとい う ミク ロ経 済 学的 な研 究手 法が標

準化 しつ つ あ り,実 証面 におい ては,ク ロスカ ン トリー のデ ータ を用 い た様 々な研

究成果 が 出 され て きて い る。残 された課 題 として,理 論 研 究 と実証研 究 の ギ ャップ

を埋 め る ような研 究 が今後 は求 め られ てい る。

キ ー ワー ド 政府 開発 援助,ODA,経 済 成長,貧 困削 減

1は じ め に

2000年9月 の国連 ミレニアムサ ミットなどを通 じて設定 されたMilleniumDevelopment

Goals(MDGs)の 「ターゲット1」 とは,1人1日1ド ルを貧困線 として,世 界における1990

年の貧 困人口比率27.9%を2015年 には約14%に することである(澤 田,2003)。 この目標 を達

成するためにも,よ り効率的な開発援助のあり方が求め られている。本論文の 目的は,既 存

の経済学研究がこのような取 り組みにどこまで貢献 して きたかを概観す ることにある。具体

的には,経 済成長を通 じた貧困削減における援助の効果,お よびその効果 を左右する受入国

の政策対応,贈 与 と借款の違い,供 与国の援助配分に関する既存研究を整理する。

本論文の構成は,図1に 示 した通 りである。まず,第2節 では,直 接的貧困削減政策 との

簡単な比較 を行 うことで,貧 困削減 における経済成長の役割を確認する。第3節 では,経 済

圃1商 血 巨鋼丑 掘 「陥(重 翌櫨 △ 廊二.白 幅 「研
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成長を通 じた貧困削減における援助の効果 について既存研究を整理する。ここでは,援 助の

経済成長促進効果は受入国の政策実施の質に依存すること,お よび贈与と借款では効果が異

なることが明らかにされる。それを受けて第4節 以降でさらに受入国の政策対応,贈 与 と借

款の効果の達い,供 与国の援助配分について検討する。

開発援助の効果を分析する実証研究は,受 入国に注目す るか供与側に注目す るかで二つに

大別 される。そして,援 助が受入国の貧困削減に寄与するためには,大 きく分けて二つの条

件が必要である。第一の条件は,受 入国が援助資金を効果的に貧困削減に使 うことであ り,

第二の条件は,貧 困問題の より深刻な受入国および貧困削減により積極的に取 り組んでいる

受入国に対 して ドナーが傾斜 した援助の配分をするということである。このような視点に基

づけば本稿の構成は以下のようになる。まず,第3,4,5節 では受入国に注目し第一の条

件を考察するために,援 助の経済成長促進効果(第3節),援 助受入国の政策対応(第4節)

を検討する。第5節 は,受 入国がより積極的に貧困削減に取 り組む ような援助供与制度 につ

いて,借 款 と贈与の違いに注 目して検討 している。第6節 では,供 与国側に注目し,現 実の

援助はどの ような要因で配分 されて きたのかについて議論すると同時に,第 二の条件が満 た

されているかを検討する。

2経 済成長の貧困削減効果

一般に貧困削減の方法 としては,貧 困者への所得移転 という方法(直 接的貧困削減)と 国

全体の経済を成長させ ることによって間接的に貧困者に貢献するという方法(経 済成長媒介

戦略)が 考えられる。仮 に前者だけで貧困削減を達成するとして,世 界の開発援助の全額を

貧困者への直接所得移転 にあてることができた としても,1日1ド ルという絶対的貧 困を半

減するには,現 在の開発援助額 も将来の目標額 も十分な額ではない(BesleyandBurgess,

2003,p.19>。 例えば,世 界銀行のデータによると,1990年 度における1日1ド ル以下の貧困

人口は約12億1650万 人である。これ らの貧困人口を確実に半減するためには,6億825万 人に

1日1F"ル の直接的補助を行えばよい。この場合,必 要な年間予算 は2528億 ドル ということ

になるが,2GGG年 における世界全体の2国 間・多国間ODAの 総額が655億 ドルであったこと

を考えると瀾 発鋤 を通じ埴 接的貧困削減という戦略は非現実である。とが鋤 ぢ1さ

らに現実の ドナーの援助配分は,貧 困削減目的 というだけではな くかなり戦略的な目的で配

分 されてお り(第6節),さ らに援助受入国のガバナンスの問題から,援 助は直接 的貧困削減

に用いられていない。従 って,開 発援助を通 じた直接的貧困削減によるMDGsタ ーゲッ ト1

の達成は困難であり,開 発援助の貧困削減効果 を増幅す るような何 らかのメカニズムが必要

となる。そこで,受 入国の経済成長を促=進することによって貧困削滅をすすめる手段 として

の援助の有効性が重要になる。 ここでは,援 助による経済成長促進を通 じた貧困削減 を2段
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階 に 分 け,本 節 で は 経 済 成 長 の 貧 困 削減 効 果,次 節 で は援 助 の 経 済 成 長 促 進 効 果 を見 る。

経 済 成 長 と貧 困 に 関 す る既 存 の 実 証 研 究 に お い て は,国 全 体 の 経 済 成 長 と貧 困 削 減 の 間 に

は強 い相 関 関 係 が あ る こ とが 知 ら れ て い る(Ravallion,2001;DollarandKraay,2002;

BesleyandBurgess,2003)。 さ らに,(1)国 全 体 の経 済 成 長 率 が 負 で あ るに もか か わ らず貧

困層 の所 得 が 増 加 した 国 とい うの は ほ とん ど な い。 一 方,(2)国 全 体 の 経 済 が 成 長 した に も

関 わ らず 貧 困層 の所 得 が 減 少 した とい う国 の 数 は か な りあ る。 従 っ て,国 全 体 の 経 済 成 長 は

貧 困 削減 の 必 要 条 件 で あ るが,十 分 条 件 で は な い と言 え る(澤 田,2003,2004a)。

BesleyandBurgess(2003)は,MDGsの タ ーゲ ッ ト1を 達 成 す る際 の経 済 成 長 の 役 割 を

よ り具 体 的 に議 論 して い る。 彼 ら は,貧 困 の 所 得 弾 力性 を推 計 し,世 界 全 体 で の 弾 力 性 の 推

計 値 と して 一〇.73を 得 た 。一 方,Ravallion(2001)は,や や 異 な る手 法 で 同様 の 弾 力 性 を推

計 し,-2.50と い う推 計 値 を得 て い る。Ravallion(2001)の 推 計 値 は,か な り高 い値 とな っ

て い るが,国 の 固定 効 果 を制 御 して い な い た め,変 数 欠 落 のバ イ ア ス(omittedvariablebias)

が 生 じて い る恐 れ が あ る。BesleyandBurgess(2003)は,推 計 値 一〇.73を 用 い,25年 間 で

貧 困 人 口比 率 を半 減 す る ため に 必 要 な年 経 済 成 長 率 を ま とめ,今 まで ど お りの経 済 成 長 を 前

提 に世 界 全 体 と して タ ー ゲ ッ ト1を 達 成 す るの は 困難 で あ る と い う結 果 を得 た 。 特 に 問題 と

な るの は,中 南 米 ・南 ア ジ ア ・サ ブ サ ハ ラ ア フ リカ 諸 国 で あ る。 中 南 米 ・南 ア ジ ア諸 国 に お

い て は,1960年 か ら90年 に こ の地 域 が 遂 げ た経 済 成 長 率 の そ れ ぞれ3倍 ・2.5倍 もの 速 度 で経

済 が 成 長 しな け れ ば タ ー ゲ ッ ト1が 達 成 され な い。 サ ブ サ ハ ラ諸 国 に い た っ て は,過 去 の経

済 成 長 率 の28倍 もの経 済 成 長 が 要 求 され る と して い る。

Sawada(2003)は,Kanbur(1987)とMorduch(1998)が 定 式 化 した 「貧 困 者 が 貧 困 か ら

脱 出 す る ま で の 時 間(exittime)」 の 概 念 に基 づ い た,異 な るア プ ロ ー チ を用 い,タ ー ゲ ッ ト

1を 達 成 す るた め に は,一 人 当 た り所 得 が2000ド ル 以 下 の 国 々 の大 半 に お い て1960年 か ら90
　ラ

年 の 成 長 率 よ り も高 い成 長 率 が 必 要 とい う結 果 を得 た 。 さ らにBesleyandBurgess(2003)

の 結 果 と比 較 す るた め に地 域 ご とに必 要 経 済 成 長 率 を求 め た結 果,東 欧 ・中 央 ア ジ ア を除 き,

BesleyandBurgess(2003>の 分 析 結 果 の 方 がSawada(2003)よ り厳 しい 結 論 を導 出 して

い る こ と もわ か っ た。 た だ し,サ プ サ ハ ラ ア フ リカ 諸 国 に お い て よ り高 い経 済 成 長 が求 め ら

れ て い る点 で は 一 致 して い る。

3援 助の経済成長促進効果

前節では,国 全体の経済成長 と貧困削減の間には強い正の相関関係があり,経 済成長が貧

困削減の必要条件であるが,十 分条件ではないことを述べた。本節では,政 府開発援助が経

済成長にどのように寄与 し得るのかについて議論 し,成 長を媒介に した貧困削減 を達成する

ための開発援助の役割について既存研究を批判的にレビューす る。
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3.1フ ァ イ ナ ン シ ン グ ・ギ ャ ップ ・モ デ ル

開 発 援 助 が 如 何 に 受 入 国 の 経 済 成 長 を 高 め る か とい う理 論 的 枠 組 み は,Cheneryand

Strout(1966)の 「ツ ー ・ギ ャ ップ ・モ デ ル 」 以 来,ほ とん ど進 展 が 見 られ て い な い 。 この 考

え方 は,成 長 す る 開放 経 済 に は投 資 ・貯 蓄 ギ ャ ップ と外 貨 準 備 制 約(国 際収 支 ギ ャ ップ)と

い う二 つ の ギ ャ ップ が 存在 し,ど ち らか 一 方 の み が 常 に経 済 成 長 の 制 約 とな って い る と見 る。

そ して,そ の よ う な制 約 を緩 和 す るの が 開 発 援 助 で あ る と考 え るの で あ る。 特 に,政 策 的 に

重 要 視 され て き た の は 「投 資 ・貯 蓄 ギ ャ ップ 」 で あ り,以 下 の 式 で 示 さ れ る もの で あ る。

投資率　
dyl/y

ydKIAYへ
経済成長率 限界資本係数aCOR)

(1)

例 えば,目 標 経 済 成 長 率 が8%で,限 界 資 本 係 数(lncrementalcapita1・outputratio;ICOR)

が5で あ っ た場 合,GDPに 比 して40%の 規 模 の 投 資1が 必 要 とな る。 この よ うな 目標 経 済 成

長 率 を達 成 す るた め の投 資 資 金1の 全 て を国 内 貯 蓄 で調 達 で きな い場 合 に は,開 発 援 助 が 必

要 とな る。 こ れ を特 に 「フ ァイ ナ ン シ ング ・ギ ャ ップ ・モ デ ル 」 と呼 ぶ こ とが で きる 。

こ の モ デ ル は どれ ほ どの 現 実 妥 当性 を持 って い る の で あ ろ う か?こ の 点 につ き
,精 緻 な

統 計 的検 証 を行 っ た 研 究 と してEasterly(1999,2001)が あ る。彼 は,こ の モ デ ル を構 成 す る

二 つ の 重 要 な 仮 定,(A)投 資 と成 長 との 線 形 関係,(B)援 助 が 投 資 に 向 け られ る,と い う2

点 の 統 計 的検 証 を 試 み て い る。1965年 か ら95年 まで の88の 援 助 受 入 国 の デ ー タ を分 析 した 結

果 は,(A)一 定 のICORが 正 当化 さ れ るた め の 「投 資 と成 長 との 線 形 関 係 」 に つ い て は,理

論 的 に も現 実 的 に も妥 当性 が 低 く,(B)援 助 は投 資 よ りは 消 費 に向 か っ て い る と見 られ る こ

とで あ る。 さ ら に,モ デ ル の 現 実 妥 当性 が 確 認 され た の は88力 国 の うち チ ュ ニ ジア の み で あ

り,(1)式 を念 頭 に 置 きな が ら,「 ザ ン ビア が1960年 以来 受 け取 っ て き た援 助 を有 効 に投 資 に

向 け て い た な らば,90年 代 初 頭 の一 人 当た り所 得 は 実 際 の 約40倍 で あ る2万 ドル に 達 して い

た で あろ う」 とい う有 名 な 試 算 結 果 を導 い た。 援 助 が投 資 に 向 け られ て い な い点 に つ いて は,

第4節 で さ らに議 論 す る。

興 味 深 いの は,こ の よ う に実 証 的 に も,理 論 的 に も妥 当性 が 極 め て低 い と考 え られ て い る

モ デ ル が,IMFや 世 界 銀 行 を中 心 と した現 在 の 国 際 金 融 機 関 の 政 策 に お い て 中核 的 な役 割 を

果 た して い る とい う点 で あ る(Easterly,2001)。 世 界 銀 行 は,タ ー ゲ ッ ト1を 達 成 す る た め の

必 要 資 金量 の 計 算 に ツ ー ・ギ ャ ップ ・モ デル を用 い,400億 ドル か ら600億 ドル の 援 助 資 金
,

す な わ ち 現 在 の 援 助 額 の 約2倍 もの 資 金 が 必 要 で あ る こ と を 試 算 して い る し(Easterly ,

2003),世 銀 の政 策 シ ミュ レー シ ョ ンモ デ ル で あ る,RevisedMinimumStandardModel

3)E
xtended(RMSM-X)は 未 だ に ツ ー ・ギ ャ ップ ・モ デ ル に基 づ い て い る。
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3.2成 長 回帰 分 析 アプ ロ ー チ:BurnsideandDollar(2000)の ま とめ

HansenandTarp(2000)が 詳 細 なサ ー ベ イ を行 っ て い る よ う に,援 助 の 経 済 成 長促 進 交

果 に 関 す る 回 帰 分 析 ア プ ロー チ は 長 い歴 史 を持 って い る。 そ の 中 で も近 年 最 も大 きな イ ンノ

ク トを もた ら した研 究 がBurnsideandDollar(2000,以 下BDと 記 す)で あ る。BDは56ズ

国 の1970年 か ら1993年 まで4年 毎,6期 の ク ロス カ ン トリーデ ー タ を用 い,開 発 援 助 の経 淳

成 長 促 進 効 果 に つ い て分 析 して い る。こ こ で特 筆 す べ きは,BDはChangetal.(1998)の イ1

成 したEffectiveDevelopmentAid(EDA)を 用 い,デ ー タの 扱 い に 注 意 を 払 って い る こ と

で あ る。EDAは,ODAの うち,実 際 に途 上 国 に対 して な され た純 移 転 額 を計 測 しよ う と3

る もの で あ り,技 術 協 力 を 除 く贈 与 に 関 して は そ の ま ま計上 され る が,借 款 の場 合 は,市 場

で 借 り る場 合 よ りどれ だ け補 助 を与 え た か,す な わ ち,先 進 国 か ら途 上 国 へ い くらの 純 移 車1

が あ っ た か を計 測 して い る。 贈 与 か ら技 術 協 力 が 除 か れ て い るの は,技 術 協 力 で は援 助 国a

人 材 や 物 資 が 使 わ れ る た め,主 と して そ の 支 払 い は援 助 国 の 国 民 が 受 け 取 っ て い る と い う理

由 か らで あ る。

BDは,第 一 段 階 で財 政 余 剰 ・イ ン フ レ率 ・対 外 開 放 度 の デ ー タ を用 い る こ とで 「政 策 の 禦

の 変 数 」 を構 築 し,第 二 段 階 で,そ の 「政 策 の 質 の 変数 」 を用 いて 以 下 の4つ の 結 論 を導 し唱

て い る。

(1)援 助 と成 長 との 間 に は頑 健 な関 係 が な い

(2)援 助 の 成 長促 進 効 果 は,援 助 額 の 負 の 関 数 だ が,「 政 策 の質 」の 正 の 関 数 で あ る。B

策 の 質 は,受 入 国 の 財 政 政 策 ・金 融 政 策 ・対 外 経 済 政 策 の 質 に依 存 して い る。 した が`

て,良 い 政 策 に条 件 付 け られ た援 助 は,よ り効 果 的 で あ る。 さ らに,こ の 効 果 は低 所 雀

国 ほ ど重 要 で あ る。

(3)2国 間 援 助 は 良 い政 策 に は反 応 して い な いが,国 際機 関 か らの 援 助 は そ れ に反 応 し

て い る。

(4)援 助 が 増 え る と,受 取 り国 の 政 府 の消 費 が 増 え る(Boone(1996)の 結 果 を追 試)

BDの 最 も有 名 な 結 論 は,(2)か ら導 か れ る,「『受 入 国 側 の ガバ ナ ンス が 良 好 で あ る場合 に

限 り』 開 発 援 助 は有 効 に働 き,経 済 成 長 に寄 与 す る」 こ とで あ り,こ れ は,ア メ リカ を中'じ
の

と した ドナ ー や 世 界 銀 行 な どの 援 助 政 策 に も影 響 を与 え た とさ れ る(Easterly,2003)。 い ず れ

にせ よ,BDの 最 大 の 貢 献 は,援 助 の効 果 は受 入 国 の 政 策 の質 に依 存 して い る こ と を示 した こ

とで あ る。 こ の 知 見 は,世 界銀 行 のプ ロ ジ ェ ク トの 収益 率 が よ りよ い政 策 を実施 して い る匡

に お い て よ り高 い こ とを示 したIshamandKaufmann(1999)の 分 析 結 果 等 と も一 致 して し『

る。
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3,3BDへ の 反 論(Easterly,Levine,andRoodman,2004)

Easterly,Levine,andRoodman(2004,以 下ELRと 表 記 す る)は,BDの デ ー タ を1970年

か ら1997年 まで の デ ー タ に まで 引 き伸 ば し,さ らに1970年 か ら93年 の 欠 損 値 を埋 め 合 わせ る

こ とで 追 試 を行 っ た。 そ して,彼 ら は,「 政 策 変 数 」 を加 え た後 に も援 助 と経 済 成 長 に は有 意

な 関係 が 見 られ ず,必 ず しもBDの 結 論 が 常 に妥 当す る もの で は な い とい う問 題 点 を指 摘 し

た 。 さ ら にEasterly(2003)は,ODA変 数 の 定 義,「 政 策 の 質 」 の変 数,サ ンプ ル 期 間 の 長

さに つ い て さ ま ざ ま な変 更 を加 え,BDの 結 論 の頑 健 性 を検 証 して い る。そ して彼 は,メ デ ィ

ア や 開 発 援 助 機 関 が 強 調 して き た よ うな 「援 助 の 効 果 に お け る政 策 の 質 の 役 割 」 とい う もの

は 大 き くは な い と結 論 付 け て い る。

3.4Aid回 帰分析の再検討(Sawada,Kohama,andKono,2004)

しか しながら,借 款 と贈与には,異 なるインセンティブ効果が存在 しうるため,借 款の ト

ランスファー部分 と贈与 とを単純に足 してその効果を見 るというBDやELRの 手法 はそ も

そも正 しくない可能性がある。そこで,Sawada,Kohama,andKono(2004,以 下SKKと

表記する)は,ELRが 用いたChangetal.(1998)のEDAデ ータやその他のデータを利用

し,援 助を借款 と贈与に分割 して回帰分析 を行った。

SKKは,ELRと 同 じ1970年 か ら97年 までの期間のデータを用いて分析 した場合,借 款の成

長促進効果は政策環境 に関係な く正であるという結果 を得た。これは,借 款には返済義務が

あるため,プ ロジェク トを着実に運営 し,国 の経済発展 を促進させて,債 務支払いの財源を
5)

確保 しなければな らないというインセンティブ効果が働いている可能性 を示唆 している。一

方,借 款 と政策 との交差項が負で有意になっており,借 款は政策が良い国ほど効果が低 くな

るということを示 しているが,こ れは政策変数の作 り方によるところが大 きい。BDお よび

ELRの 政策変数は,経 済成長率を財政余剰 ・インフレ率 ・対外開放度やその他の様々な変数

に回帰 した上で,最 初の3つ の変数の当てはめ値によって計算されている。従って,政 策変

数は財政余剰に関 して線形の関数になっている。また,Guptaetal.(2003)は,借 款が財政

余剰 を増大 させ るという実証結果を得ている。従って,借 款 と財政余剰および借款 と政策変

数には正の相関があり,借 款 と政策 との交差項は 「事実上借款の二乗項 としての性質を強 く

持つ」 という可能性がある。この ような見方が正 しいとすれば,こ の交差項が負であるとい

うことは,借 款の成長促進効果が逓減するということを示唆 している。この解釈 は,BDや

CollierandDollar(2002)が 発見 した,「援助の成長効果逓減性」 とも整合性を持つ もので

ある。ここではELRと の比較 をするために,ELRの 政策変数をそのまま用いたが,政 策変

数の作 り方によっては,有 意ではないものの符号が正 となる場合 もあった。

一方,贈 与全体には成長促進効果が見 られないが,技 術協力については比較的良い政策環
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境の国では成長を促進 しうるという結果が得 られた。ELRで は,デ ータを97年 まで引き延ば

すと,援 助の成長促進効果 は見出せないとされたが,援 助の中身を分類 してみると,形 態別

にそれぞれ成長促進効果 を持っている可能性がある。SKKは さらに,BDが 用いた1970--93年

のデータについて も検討を加えている。援助総額 を借款 と贈与 と技術協力に分けて回帰 した

場合 を見てみると,贈 与 と政策の交差項が正で有意なケースがあ り,こ れがBDの 結果に反

映されているのか もしれない。

以上の研究をまとめれば,デ ータを97年 まで拡張 した場合に援助の成長促進効果が観察さ

れなかったのは,援 助の効果が消滅 したのではなく,借 款 と贈与の経済成長に与える効果が

異なっていたためであることを示唆 している。言い換えれば,ELRの 推計結果は,計 量経済

学 における変数欠落のバイアス(omittedvariablebias)に よるもの といえる。SKKが 得た,

借款の成長促進効果を支持する例 として,マ レーシアのケーススタデ ィーから日本の円借款

がインフラス トラクチャーの整備 を通 じてマレーシアの経済成長率を高め,貧 困削減に寄与

したことを示 したSawadaandYamada(2003)が 挙げられる。このことは,借 款が,成 長

率の向上へ とつながる,よ り効率的な投資や政策介入への強いインセンティブ効果を持つこ

とを示唆 している。贈与 と借款については,第5節 でさらなる検討を加える。

また,援 助の経済成長に与える効果 を正 しく計測するためには,ODAを 経済インフラと社

会インフラに対する援助に分解す るなど,今 後 さらに細かな分類で分析 してい くことが必要

であろう。Clemenseta1.(2004)は,そ の ような必要性に注目し,援 助を(1)成 長を促すた

めではな く救済のための援助,(2)短 期で経済成長にっなが る援助,(3)長 期で成長につな

がる援助,の3つ に分類 した上 で回帰分析 を行い,(2)が 最 も強い効果 を持つという実証結

果を示 した。

一方で,受 入国の援助 に対する財政対応 を考慮すれば,BDやELRに おいては,政 策変数

が財政余剰 に関 して線形の関数になっているため,援 助と政策変数の交差項によって援助の

成長促進効果が受入国の政策能力に依存することを厳密に検証できているのかについては疑

問が残 る。次節で議論するように,受 入国の援助に対する政策対応をさらに分析す ることそ

の もの も重要であるが,さ らにその分析結果 をふまえて,BDの 政策変数および回帰結果 を再

検討 してゆ くという作業 も不可欠であろう。

4援 助に対する受入国の政策反応

援助が最終的な貧困削減に寄与するためには,受 入国側でのガバナ ンスや政策努力の水準

が好ましく,受 け入れた援助資金が効果的に使われていなければならない。この開発援助に

対する受入国の反応について,最 も影響のある研究 としてBoone(1996)が ある。彼は,96

力国の1971年 か ら90年 までの5年 もしくは10年 ごとの,軍 事援助 を除いたOECDのODAデ
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一 タ を用 い
,援 助 に よ っ て受 入 国 の どの よ うな 変 数 が 反 応 す る か を分 析 して い る。 彼 が得 た

主 な 結 果 は,援 助 が政 府 の サ イ ズ(政 府 消 費)を 有 意 に拡 大 させ る一 方,生 産 的 な投 資 に は

向 か って お らず,さ ら に人 間 開発 指 数 も改 善 しな い とい う もの で あ る。 開 発 援 助 が 政 府 消 費

を増 加 させ る とい う点 につ い て は,前 述 のEasterly(1999,2001)お よびBDに お い て も再

確 認 され て い る。 こ の よ うな 現 象 が お こ る理 由 と してEasterly(2003)は,「 サ マ リア 人(慈

悲 深 い 人)の ジ レ ンマ(Samaritan'sdilemma)」 を挙 げ て い る。 「サ マ リア 人 の ジ レ ンマ 」 と

は以 下 の よ うな もの で あ る。 ドナ ー が 受 入 国 の フ ァ イナ ンシ ング ・ギ ャ ップ が あ る場 合 に そ

れ を うめ るた め の 援 助 を行 う とす れ ば,受 入 国 は 意 図 的 に消 費 を増 や し貯 蓄 を抑 え る こ とで

よ り多 くの援 助 を引 き出 す こ とが で き,こ れ が 合 理 的 な行 動 とな る。 この こ とが,援 助 の 供

与 と消 費 の拡 大 と い う結 果 を生 む の で あ る。

受 入 国 が援 助 を得 た分 野 の財 源 を減 ら し他 の 分 野 に 財 源 を移 して しま っ て は援 助 の 効 果 が

そ が れ て し まい か ね な い とい う,「 フ ァ ン ジ ビ リテ ィ」 に関 す る実 証 研 究 も蓄積 され て い る。

PackandPack(1990)は イ ン ドネ シ ア の デ ー タ を分 析 し,フ ァ ン ジ ビ リテ ィは存 在 しな い

とい う結 果 を得 た 。 一 方,ド ミニ カ 共 和 国 を分 析 したPackandPack(1993)お よび38ヶ 国

を 同 時 に分 析 したFeyziogluetaL(1998)は,フ ァ ン ジ ビ リテ ィが 存 在 す る とい う結 果 を得

て い る。

受 入 国 が分 野 間 で財 源 を移 す か ど うか で な は く,援 助 を得 た 際 に財 政 余 剰 を減 少 させ るか

あ る い は 増 加 させ る か とい う点 に つ い て の 実 証 研 究 も蓄 積 され て い る。PackandPack

(1990>は 援 助 が 財 政 余 剰 を増 加 させ る と い う結 果 を得 た が,PackandPack(1993)は 逆 の

結 果 を得 て い る。Feyzioglueta1.(1998)は,財 政 余 剰 そ の もの に は注 目 して い な い が,援 助

の 一 部 は減 税 に あ て られ て い る と い う結 果 を得 た。Guptaetal ,(2003)は107ヶ 国 の デ ー タ

を分 析 し,借 款 は 受 入 国 の 財 政 余 剰 を増 大 させ るが,贈 与 は財 政 余剰 を減 少 させ る と い う結

果 を得 た 。

こ こで 留 意 すべ きは,受 入 国 が援 助 の フ ァ ン ジ ピ リテ ィ を利 用 して い る こ とが 援 助 の 効 率

性 を 阻害 して い る とは 限 らな い とい う こ とで あ る。 なぜ な ら ば受 入 国 の 方 が 貧 困 削 減 に必 要

な財 政 の あ り方 に つ い て供 与 国 よ りも広 い情 報 を持 っ て お り,か つ フ ァ ン ジ ピ リテ ィ を利 用

して 資 金 配分 の 効 率 性 を高 め て い る可 能 性 もあ るか らで あ る。 この よ うな視 点 か ら援 助 と受

入 国 の 財 政 の 効 率 性 に つ い て 分 析 した研 究 が 求 め られ て い る。

ガ バ ナ ン ス の 最 も重 要 な指 標 の 一 つ と い え る 「汚 職 」 に つ い てAlesinaandWeder

(2002)は,1975年 か ら95年 まで5年 毎 の269サ ンプ ル の デ ー タ を用 い て 汚 職 と開 発 援 助 の 関

係 に つ い て 分 析 し,援 助 の 増 加 が 直 ち に 汚 職 の 増 加 に つ な が っ て い る こ と を 示 し た。

Svensson(2000a)も また援 助 受 入国 国 内 に競 合 す る社 会 グ ル ー プ が あ る場 合 に は,「 た なぼ

た」 的 な 開 発 援 助 が 汚 職 を もた らす こ とを 発 見 して い る。
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以 上 の 様 々 な 実 証 分 析 の 結 果 を ま とめ る と,Easterly(2001,2003)が 指 摘 して い る よ う

に,援 助 の ドナ ー と受 け 手 の 適 切 な イ ンセ ン テ ィブ を確 保 す る よ う な開 発 援 助 の 制 度 設 計 ・

援 助 供 与 の プ ロ グ ラ ム デ ザ イ ン を 「理論 的 に」 考 え る こ とが 重 要 で あ る。 こ こ で は,契 約 理

論 や ゲ ー ム 理 論 な どの 枠 組 み を応 用 す るこ とが で き る。現 に,AzamandLaffont(2003)や

Svensson(2000a,b,2003)な ど現 代 の ミク ロ経 済 学 の 一分 野 と して確 立 したエ イ ジ ェ ン シ

ー 理 論 を政 府 開 発 援 助 の 文 脈 に応 用 した研 究 成 果 が 出 され つ つ あ る
。AzamandLaffont

(2003),Svensson(2000b),Svensson(2003)の モ デ ル にお い て,ド ナ ー は貧 困 削減 を求 め る

プ リン シパ ル で あ り,受 入 国政 府 はエ ー ジ ェ ン トで あ る 。AzamandLaffont(2003)の モ デ

ル で は,受 入 国 政 府 の貧 困 者 に対 す る利 他 性 の 度 合 いが 私 的 情 報 で あ る の に対 し,Svensson

(2000b)とSvensson(2003)の モ デル で は受 入 国政 府 の貧 困 改 善…へ の 政 策 改革 努 力 の 度 合

いが 私 的 情 報 で あ る とい う違 いが あ る。

Svensson(2000b)の モデ ル に お い て は,供 与 国 と して は改 革 の 成功 の 有 無 に か か わ らず 事

後 的 に 同 レベ ル の 生 活 水 準(消 費 水 準)を 受 入 国 に与 え た いが,生 活 水 準 を保 障 す る こ とが

受 入 国政 府 の 改 革 努 力 へ の イ ンセ ン テ ィブ を阻 害 して しま う とい う トレー ドオ フが あ る こ と

を示 して い る。 こ の よ う な,受 入 国 政 府 が 努 力 を怠 ろ う とす る モ ラル ハ ザ ー ドの 問 題 だ け で

な く,努 力 す る こ とに よ っ て他 の 受 入 国 政 府 が よ り多 くの援 助 を得 られ る とい う正 の 外 部 性

を無 視 す る と い う点 で も効 率 性 が 阻 害 され う る。 ま た供 与 国 が 改 革 成 果 に応 じて援 助 す る と

い う政 策 に コ ミ ッ トで き な い場 合,ひ も付 き援 助 や ル ー ル に基 づ い た援 助 配分 を行 う国 際 機

関 を利 用 す る こ とに よ って 効 率 性 を改 善 しう る こ と も示 して い る。

Svensson(2000a)は,受 入 国 国 内 で 複 数 の グル ー プ が レ ン トシー キ ン グ を繰 り返 す とい う

ゲ ー ム の 枠 組 み で,供 与 国 が レン トシ ー キ ン グ の度 合 い に応 じて 援 助 す る とい う政 策 に コ ミ

ッ トで きな い場 合,援 助 は レ ン トシ ー キ ン グ を悪 化 させ る こ と を理 論 モ デル で示 し,さ らに

そ の 含 意 を支 持 す る実 証 結 果 を得 た。

5贈 与 か借 款 か

6)
第3節 でふれたように,援 助の形態が異なる場合,異 なる効果が生 まれる可能性がある。

「国際開発金融機関は借款 を廃止 し贈与に移行すべ きである」という議論を展開したBulow

andRogoff(2005),経 済成長論の枠組みで借款 と贈与について理論的実証的に分析 した

IimiandOjima(2005)や カリプレーションの手法を応用 したKoeda(2005)な どの議論

をまとめると,借 款 と贈与それぞれの利点 として以下の ような ものが挙げられる。

まず贈与の利点 としては,(1)受 入国に債務負担をかけない,(2)借 款に伴 う援助の複雑

性がな く透明で公正な援助を実施できる,(3)借 款のための予算枠を使い切るための押 し付

けがな くなる,(4)不 必要なひも付 きプ ロジェク トがな くなる,(5)「 援助機関が貸 し出す
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ことによって生産性の低い受入国の借 り入れ能力がかえって増大 して しまう」 とい う非効率

性がな くなる,(6)債 務不履行 リスクを考慮する必要がない,と いうような点が挙げられる。

一方
,借 款の利点としては,(1)初 期 により大 きな資金を提供で きるため,大 規模な開発

政策 を可能にする,(2)国 際開発銀行群 は優れた返済履行強制能力を持つので,受 入国の借

り入れ能力を増大 させ る,(3)中 所得国への貸 し出 しは利益 を生むので,そ の利益を低所得

国のために利用できる,(4)大 規模な貸 し出しによって受入国の政策により関与できる,(5)

長期な貸借 関係により受入国のインセンティブに関与できる,〈6)借 款は受入国の財政余剰

を増大 させるが,贈 与は財政余剰 を減少 させ る(Guptaetal.,2003),と いった諸点が挙げら

れる。

Koeda(2005)は,譲 許的利子率が受けられるか どうかという国民所得水準で経済成長が

鈍化するという実証結果を示 した。さらに,借 款はこの水準が閾値 となる援助依存 をもたら

す可能性があるという理論モデルとカリブ レーションの結果を示 してお り,興 味深い。一方,

IimiandOjima(2005)は,内 生的成長モデルに贈与 と借款 を組み入れ,贈 与 と借款が補完 し

合 うという理論 を示 した。その上で,借 款の譲許性の増大が受入国の経済成長 を高めるとい

う実証結果を得ている。さらに,前 出のSKKは,借 款が成長率の向上へ とつながる,よ り効

率的な投資や政策介入への強いインセンティブ効果を持つことを示唆する実証結果 を得てい

る。従って,贈 与 と借款のインセンティブ効果が異なるという点 を理論化することは,極 め

て重要であろう(小 浜他,2004;小 浜・澤田,2003)。 例 えば,文 脈は異なるが,Besleyand

Coate(1992)な ど,直 接的な所得援助(welfare)と 就労義務に条件付けられた所得補助であ

るワークフェア(workfare)を 比較 し,後 者のスク リーニ ング機能 ・インセンティブ効果 を

理論的に定式化 した学術研究や,逆 にKrugman(1988)な ど,対 外債務の文脈 において債務

のデ ィスインセンティブ効果や 「債務ラッファー曲線」について議論 した研究がある。ここ

で,政 府開発援助の文脈において譲許的借款 と贈与 とを比較 し,前 者のインセンティブ効果,

後者のディスインセンティブ効果の可能性,あ るいはその逆の可能性 を理論化することは重

要である。一つの仮説 として,借 款の場合 には,援 助は最終的に返済 されなければならない

ため,「サマ リア人のジレンマ」による援助の貯蓄ディスインセンティブ効果が軽減される可

能性が考えられる。

今後分析 されるべ き課題 として,AlesinaandWeder(2002)とSvensson(2000a)が 示 し

た 「援助の汚職誘発問題」が,借 款に比ぺて返済義務のない贈与の場合により顕在化するか

どうかは,重 要な問いかけである。また,上 述のSKKやGuptaeta1.(2003)は,既 存の援

助の実証分析 を贈与と借款 を区別 して再分析することによって,援 助の効果をより明確 に し

新たな知見を得たことから,こ のような研究の方向性 も重要であろう。さらに,借 款 と贈与

の効果を比較するために,借 款 は貸出額その ものではなく純移転額に換算 した額を用いて分
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析がなされているが,初 期に大規模 な資金を用いることができるという借款の利点を考慮す

るためには,貸 出額 そのものを用いて借款の効果 を分析する必要 もあるだろう。

6ド ナーによる援助配分の決定要因

前 節 まで は受 入 国 に注 目 して き た が,本 節 で は供 与 国側 に注 目 し,現 実 の 援 助 は どの よ う

な 要 因 で 配 分 さ れ て き た の か に っ い て議 論 す る。 以 下 に ま とめ る よ う に,ド ナ ー に よ る援 助

配 分 の 決 定 要 因 を分 析 した研 究,あ る い は援 助 配分 の 評 価 を行 っ た研 究 は 数 多 い。 こ れ ら既

存 の 諸 研 究 は,貧 困 削減 を 目的 と した 援 助 配 分 を支 持 す る もの と,戦 略 的 な要 因 に基 づ い た

援 助 配 分 を支 持 す る もの との 二 つ に 大 別 で き る。

前 者 の 先 駆 的 研 究 で あ るBehrmanandSah(1984)は,1976年 か ら79年 のOECDのODA

デ ー タ を用 い る こ とに よ り,援 助 ドナ ー は全 体 と して 世 界 の所 得 不 平 等 を回 避 す る よ うな援

助 配 分 を行 っ て い る と して い る。TrumbulandWall(1994)も ま た,1984年 か ら89年 の デ ー

タ を 用 い,援 助 の 配分 は受 入 国 に お け る乳 児 死 亡 率 や 政 治 的 権 利 と い っ た必 要 性 に 応 じて援

助 が 配 分 され て い る と して い る。 国 際 機 関 に よ る援 助 に っ い て は,BurnsideandDollar

(2000),Casseneta1.(1994),MaizelsandNissanke(1984),FreyandSchneider(1986),

Sawada(ユ996)が,戦 略 的 に 配 分 さ れ て い る とい う よ りは 受 入 国 の 発 展 や 貧 困 削減 に沿 っ た

形 で 配分 され て い る こ と を示 して い る。

一 方
,近 年 の 実 証 研 究 の 多 くは,開 発 援 助 供 与 の 戦 略 性 を発 見 して い る。 そ の よ うな代 表

的 研 究 と して,AlesinaandDollar,(2000)が あ る。 彼 らは,OECDの5年 ご との1970-74年

か ら1990-94年 のODAデ ー タ を用 い,主 と して 二 つ の 結 果 を得 て い る。第 一 に,ド ナ ー は,

利 他 的 とい う よ りは,概 して戦 略 的 動 機 で援 助 を配分 して い る。 例 え ば アメ リカ は約1/3の

援 助 を エ ジ プ ト とイ ス ラ エ ル に配 分 して い る し,フ ラ ン ス ・イ ギ リス は 旧植 民 地 国 に対 して

極 め て偏 っ た援 助 配 分 を行 っ て い る。日本 は,UNで の 投 票 行 動 を同 じ くす る国 々 に よ り多 く

の援 助 を供 与 して い る。 第 二 に,戦 略 的 な動 機 に基 づ い た援 助 配 分 の 結 果,2国 間 援 助 は貧

困 や 民 主 主 義 ・良 い 政 策 とは 弱 い相 関 関係 しか持 っ て い な い。

LahiriandRaimondos・Moller(2000)は,以 上 の よ う に戦 略 的 な援 助 が行 わ れ る理 由 と し

て,ド ナ ー 国 内 の 民 族 グル ー プ に よ る ロ ビー 活 動 の 重要 性 を指 摘 して い る。 例 え ば,ア メ リ

カ合 衆 国 の ユ ダ ヤ 系,フ ラ ンス の ア ラ ブ系 ・ア フ リカ系 ロ ビ ー グル ー プ,イ ギ リス の イ ン ド

系 ロ ビー,ド イ ツ の トル コ系 グ ル ープ,な どで あ る。

現 実 の援 助 配 分 が戦 略 的 に行 わ れ て い る とす れ ば,世 界 全 体 の貧 困 削 減 とい う基 準 か ら見

て援 助 の 配分 が 効 率 的 で な い 可 能 性 が あ る。こ の 点 につ きCollierandDollar(2002)は,世

界 の貧 困 削 減 とい う基 準 に照 らす と,ド ナ ー 全 体 の 現 実 の援 助 配 分 が 非 効 率 で あ るこ と を示

して お り,配 分 の パ タ ー ン を適切 な もの に 変 え る こ とに よ り,援 助 の 貧 困 削 減 効 果 が2倍 に
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改 善 で き る と して い る。

SawadaandYamada(2003),Sawada,Yamada,andKurosaki(2003)は,よ り厳 密 な貧

困 削 減 基 準 か ら見 た 贈 与 の配 分 パ タ ー ン を ドナ ー 別 に評 価 して い る。彼 ら は,Sawada(1996)

が 援 助 の 文 脈 に初 め て 応 用 した,BesleyandKanbur(1988)の 貧 困 タ ー ゲ テ ィ ング の モ デル

を用 い て最 適 な援 助 配分 の 条 件 を導 出 し,援 助 配 分 の 貧 困 タ ー ゲ テ ィ ン グ と して の 最 適 性 を

評 価 して い る。 用 い られ たデ ー タ は,1996年 か ら99年 の ドナ ー11力 国 と6つ の 国 際機 関 に よ

るグ ロ ス のODA/OAの 贈 与 デ ー タ で あ る。そ して,日 本,オ ラ ン ダ,カ ナ ダ,ノ ル ウ ェー,

ス ウ ェ ー デ ンの 贈 与 配分 は貧 困指 標 に感 応 的 で あ る と い う推 計 結 果 が 得 ら れ て い る。 特 に 日

本 の 援 助 の 貧 困 弾 力性 が 高 い一 方,イ ギ リス とフ ラ ンス は,植 民 地 変 数 の 係 数 の 統 計 的 有 意

性 が 高 い。 英 仏 は,必 ず し も貧 困 が著 しい 国 に援 助 して い な い わ け で は な い が,こ れ らの 国

の贈 与 配 分 パ タ ー ン は,旧 植 民 地 関 係 とい う戦 略 的 要 因 に よ っ て説 明 が つ く とい え る。

一 方
,国 際機 関 の デ ー タ を用 い た推 計 結 果 は,IDA,UNDP,UNFPA,UNICEFは 貧 困 に

対 して 感 応 的 で あ る こ と を示 して い る。特 にIDAの 弾 力 性 が 高 い 一 方,IBRDは ,貧 困 ギ ャ

ップ 指 標 に対 して 負 の 係 数 を持 っ て い る。これ は,IBRDとIDAの 棲 み分 けが 行 わ れ て い る

事 を反 映 して い る。UNHCRの 貧 困係 数 は有 意 で は な いが,こ の こ とは,国 境 を越 え て難 民

を支 援 す る とい うUNHCR支 援 の特 質 に よ る もの で あ ろ う。 これ らの 国 際機 関 に よ る援 助

につ い て の 実 証 結 果 は,前 述 の 先 行 研 究 の 結 果 と一 致 して い る。

AlesinaandWeder(2002)1ま,1975年 か ら95年 まで5年 毎 の269サ ンプ ル の デ ー タ を用 い
,

汚 職 と開 発援 助 の 関係 に つ い て分 析 して い るが,そ の 結 果 は,第 一 に,汚 職 が 問題 とな っ て

い る国 が よ り少 な い援 助 を受 け取 っ て い る と は考 え られ な い こ と
,第 二 に,債 務 削 減 が,汚

職 の 少 な い 国 に向 か っ て い る とは見 られ な い こ と,第 三 に,フ ラ ンス ・ポル トガ ル ・イ ギ リ

ス の援 助 は 旧植 民 地 に偏 って い る こ と,最 後 に,援 助 の 増 加 は,直 ち に汚 職 の増 加 につ な が

っ て い る,と い う もの で あ る。

理 論 モ デ ル に よ っ て ドナ ー の援 助 配 分 を分 析 した論 文 と して,前 述 のAzamandLaffont

(2003),Svensson(2003)の2つ が挙 げ られ る。AzamandLaffont(2003)は ,逆 選 抜 問題 に

よ っ て 利 他 性 の 度 合 い が 大 き い 受 入 国 政 府 に 援 助 が 過 剰 に 配 分 さ れ る 可 能 性 を 示 した 。

Svensson(2003)は,実 際 の 援 助 が受 入 国 の 政 策 成 果 に応 じて拠 出 され て い る と い うよ りも,

事 前 に決 め られ た援 助 額 が その 成 果 に か か わ らず 全額 拠 出 され て い る とい う実 証 結 果 を示 し

た 。 そ して,そ の よ うな,成 果 に応 じた拠 出 とい う コ ミ ッ トメ ン トが 実 現 で きな い状 況 に お

い て は,事 前 の 拠 出額 を一 ヶ国 で は な く数 ヶ国 単位 で 定 め
,各 国 間 の 政 策 成 果 を比較 した上

で各 国 の 拠 出額 を決 め る とい う,新 しい援 助 配 分 政 策 に よ っ て援 助 の 効 率 性 が改 善 で きる こ

とを 理 論 モ デル で 示 した。

さ ら に,i暖 助 を2国 間 で行 った 方 が よい の か,あ るい は 国 際 援 助 機 関 を通 じて 多 国 間 の 枠
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組みで供与 した方が よいのかという点についての理論研究 もある。Svensson(2000b)は,受

入国が他の受入国よりも利他的な供与国からよリ多 くの援助を受け取れるように,貧 困削減

努力を意図的に怠 るという,「サマ リア人のジレンマ問題」の改善方法 として,2国 間におけ

る供与国よりも貧困指標 に固執 していない国際援助機関の 「ルール」 を利用 できることを示

した。一方Hagen(2005)は,受 入国間に政策能力 レベルの違いを仮定する場合は,供 与国

よりも貧困指標 に より固執 した国際援助機関 を利用すべ きという結論 を得 ている。 さらに

Torsvik(2005)は,貧 困削減のための開発援助 という国際公共財の過少供給 を防ぐという面

では,国 際援助機関の利用が望 ましいが,開 発援助の増大は受入国政府の貧困削減努力をク

ラウ ドアウ トして しまうという トレー ドオフに注 目して分析 している。

7お わ り に

本論文では,経 済成長促進 を中心 とした,援 助の貧困削減効果に関する経済学研究につい

て概観 した。まず,経 済成長が貧困削減の必要条件であること,さ らに援助の経済成長促進

効果は受入国の政策実施の質に依存することを確認 した。そ して,そ の効果 を左右す る受入

国の政策対応,借 款 と贈与が受入国に及ぼす影響の違いについて検討 した。最後 に供与側の

問題 として,よ り効率的な援助配分 を考えるための基礎 となる研究成果 を網羅的に概観 した。

以上見てきたように,そ れぞれの研究分野において,開 発援助に関す る実証的 ・理論的研

究が急速に蓄積 されていることは疑いようがない。特 に,理 論面 においては,ド ナー と受入

国双方のインセンティブを明示 し,援 助が効率的に行われるようなメカニズムを設計すると

いう研究の手法が標準化 しつつあ り,ミ クロ経済学の先端理論 との更なる融合が進む もの と

考え られ る。実証面においては,ク ロスカン トリーのデータを用いた様々な研究成果が出さ

れて きており,デ ータベースの更なる構築やより洗練 された計量分析手法の活用が期待され

ている。

一方,残 された研究課題 も数多 くある。特 に,理 論モデルに基づいた研究では,供 与国は

貧困削減 を求める慈悲深いプ リンシパル と仮定されているのに対 し,実 証研究では貧困削減

だけでな くそれ以外の戦略的な動機に基づいた供与国の援助配分が発見 されている。これは

一つの例 にしか過 ぎないが,こ れ ら理論研究と実証研究のギャップを埋めるような研究が今

後は求め られているだろう。 さらに,実 証分析の結果について も,多 くの研究の間で必ず し

も互いに整合的でない結果が得 られている。研究によってデータの期間,対 象国,さ らには

用いられた変数が異なることがその理由だ と考 えられるが,こ れらの違いを緻密に比較 ・検

討 してゆ く実証研究の進展が今後 も望まれている。いずれにしても,本 論文が日本における

開発援助の経済学研究のより一層の充実の一助 となれば幸いである。
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注

本論 文 に は,筆 者 たちが行 ってい るさ ま ざまな共同 研究 の結 果 が反 映 され てい る。 また,神 戸

大 学 での報 告 にお いて,小 川 啓 一氏 ・高橋基 樹 氏 をは じめ参加 者 の方 々か ら有 益 な コメ ン トを い

ただ いた。 また,本 稿 の 原稿 につ いて は,国 際協力機 構 の永井 真希 氏 か ら詳細 な指 摘 を いただ い

た。記 して感 謝 したい。

1)一 方,途 上 国 国 内 に お け る所得 再 分 配 を通 じた貧 困 削減 は可 能 で あ ろ うか?Besleyand

Burgess(2003)は,ア フ リカ にお いて,各 国 それ ぞれ の所得 不平等 度 を示 す 「所得 の 国内 ク ロス

セ ク シ ョンでの標 準偏差 」 がO.86か ら0.62ま で低 下 した とす ると,貧 困人 口比率 が62%削 減 され

る と して い る。澤 田(2004b)は,日 本 の戦 前 ・戦後 の ジニ係 数 の既存推 計 値 を用 い るこ とに よ り,

アフ リカ にお け るその ような所得 再配 分 は,日 本 の土地 改革 に匹敵 す る大規模 な政 策介 入 を必要

とす る こ とを示 してい る。 この こ とは,国 内 の所 得再 配分 に よる貧 困削減 には 限界が あ る と見 る

の が現 実的 で あ るこ とを示 唆 す る。

2)SawadaandEstudillo(2005)は,フ ィ リピンのFamilylncomeandExpenditureSurvey個

票 デ ータ を用 い るこ とに よ り,フ ィ リピンにお けるタ ーゲ ッ ト1の 達成 が 困難 であ る とい う結果

を得 てい る。 この結果 は,東 ・東 南 ア ジア地域 全体 と してはター ゲ ッ ト1が 達成 可能 で ある とす

る,BesleyandBurgess(2003)の 結果 と対 照的 で あ る。

3)Easterly(1999)は,「 時代 遅れ 」の ツー ギ ャ ップ ・モデル が現在 も幅広 く用 い られ て いる理 由

と して,(1)モ デ ル の 簡 便 性,(2)モ デ ル の政 策 利 用 に 関 わ る 「調 整 の 失 敗(coordination

failure)」,(3)新 たなモ デルの 開発 に関 わ る公 共性(公 共財 の 過少供 給 問題),(4)ア カデ ミック

な議 論 は,そ もそ も実務 にお け るモデル の古 さを批 判 す るこ とで進 展 す る性 格 の もので はな い,

とい う諸点 を挙 げ てい る。

4)例 えば,ア メ リカ政府 の供 与す る対外 援助 の うち,近 年 新 設 された特 別会計 で あ るMillennium

ChallengeAccountに 計上 され る予算 を管 理 す るMillenniumChallengeCorporationが,援 助

配 分 の基 準 と して用 いて い る16の 国 家パ フ ォーマ ンス指 標 に は,BDが 政策 変数 を構築 す る際 に

用 い た3つ の変 数 に対 応 す る変 数が含 まれ てい る。

5)た だ し,こ こで い う借款 とは,実 際 にい くら貸 した かで はな く,途 上 国 にい くらの純 移転 が あ

った か,を 表 して い るこ とに注 意 す る必 要が あ る。

6)こ の点 につ き,例 え ば2003年ForeignPolicy誌 に発 表 され議 論 を呼 んだComrnitmentto

DevelopmentIndex(CGD/FP,2003)は,借 款 か贈 与 か とい う援 助 の形 態 を無視 し,資 金 トラ ン

ス フ ァー の総 額 に基 づ い て援 助 を評 価 してお り,さ らな る議 論 の余 地 が あ る(小 浜 他,2004;

Sawada,Kohoma,Kono,andIkegami,2004)。
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